
 

①教職志望の維持・高揚を図り、教

職人材を安定的に確保するため、早

期からの教職の魅力啓発の促進

①教職の魅力向上に関

して、ホームページやＳＮ

Ｓの活用のほか、校長会

等への情報発信を進め

てきたことにより、参加者

が増えるとともに、各種事

業のアンケート結果等に

おいて、参加者の教職志

望の喚起・高揚が認めら

れた。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

高校生対象の取組として実施

①-1　教員養成セミナー

　　72校から557名参加

   （R5:78校から567名参加）

①-2　小・中インターンシップ

　　R5:102校1,235名

→Ｒ６：110校1,349名

①-3　みらいの教員育成プログラム

  道教育大・道教委共催

　３年生７校　34名

　２年生13校　99名

　合計　20校　133名参加

①-1 教職への興味・関心が段階的に高まるよう各学年２

回のプログラムを設定。教職志望意欲の向上（参加者アン

ケート：98％）が図られた。学年ごとに異なる内容を実施す

ることについて更なる周知が必要である。

①-2 参加者前年度比１１４名増、教職志望意欲の向上

（参加者アンケート：96.5％）が図られた。受入校の更なる

拡充が必要である。

①-3 道央圏、道北圏、道東圏で実施し、昨年度比９校増

の2０校からの参加があり、各圏域で本プログラムを拠点

校以外の学校にも拡大することができた。今後、現在展開

している三圏域以外の管内においても実施するなど拡充を

図り、過疎地で教員として根付く人材の育成が必要であ

る。

個々の教員が校外の各教

科等の教育に関する研究

会等に定期的・継続的に

参加している学校の割合

(%)（小、中）
小84.8

中83.3

87.3 90.4 93.6 96.8 100.0

102.4%

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率

4

令和５年度に開始した新たな研修

制度の下、ニーズに応じた講座の

提供等を基本方針として、道教委

研修計画に基づく研修を実施した

ほか、校長が研修履歴を参考にし

ながら教員と対話を行い、受講を

奨める取組を進めたことにより、一

定程度、教員の主体的な研修受講

が促進された。（「教職員研修に関

するアンケート」初年度(R5)と比較

して、主体的に研修に参加する意

識が高まった　：22%）

小 88.8

中 88.1

小 92.5

中 92.7

点

R6.4

全国学力・

学習状況調

査

（文科省）

３　定性評価
取組

の柱
(1)教員養成大学等と連携した教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進

点

数
1 点

100.0

102.0%
4

令和５年度に開始した新たな研修

制度の下、ニーズに応じた講座の

提供等を基本方針として、道教委

研修計画に基づく研修を実施した

ほか、校長が研修履歴を参考にし

ながら教員と対話を行い、受講を

奨める取組を進めたことにより、一

定程度、教員の主体的な研修受講

が促進された。（「教職員研修に関

するアンケート」初年度(R5)と比較

して、主体的に研修に参加する意

識が高まった　：22%）

小 97.1

中 98.9
(R7.10)

教員が道教委の研修に参

加し、その成果を教育活動

に積極的に反映している学

校の割合(%)（小、中）
小95.0

中95.1

(R3)

96.1 97.1 98.1 99.1

教育活動等

に関する調

査

（道教委）

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

R6.7

(R7.7)

取組

の柱
(2)意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実

点

数
1 点

①教職志望の維持・高揚を図り、教

職人材を安定的に確保するため、教

員養成大学等と連携し、教員確保

や教職の魅力向上、大学における教

員養成等についての取組の充実

①教職の魅力向上に関

して、ホームページやＳＮ

Ｓを活用した情報発信を

進めてきたことにより、参

加者が増えるとともに、各

種事業のアンケート結果

等において、参加者の教

職志望の喚起・高揚が認

められた。

大学生対象の取組として実施

①-1　草の根教育実習

　　８月～２月

　　２０大学から２８７名参加

  （R5:18大学から184名参加）

①-2　学習会「教志ゼミ」

　　１０月～１２月　計５回

　　延べ110名参加

  （R5:延べ５３名参加）

①-3　北海道教員育成協議会

　  8月、12月、１月　計３回

①-1 参加者前年度比103名増、教職志望意欲の向上

（参加者アンケート：93.8％）が図られた。宿泊費等の自己

負担を軽減するため、安価な宿泊施設の提供等、自治体の

協力の下、日帰りで参加可能な都市部の受入校拡大が必

要である。

①-3 教職課程を有する大学、各校種の園長会・校長会、

教育長会、ＰＴＡ団体の代表が教員育成について協議し、

育成指標活用の重要性などについて、共通理解が図られ

た。養成段階では、教職への魅力を感じさせるとともに、就

職後に理想と現実の差による離職を防ぐため、複数の学校

体験等を促す必要がある。

①-2 前年度の試行実施から参加対象を石狩管内の大学

に拡大して遠隔学習会と体験学習会を実施。ほぼ全ての

参加者が肯定的に回答（参加者アンケート：96.1％）。学

生のニーズを踏まえたプログラムの改善を図るとともに、石

狩以外の管内での実施について検討が必要である。

点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日
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②潜在的な担い手確保の実施 ②-2 潜在的な担い手

確保について、取組後に

期限付候補者の登録数

が増加したことから、一

定程度の改善は見られる

が、依然として欠員が生

じているため、引き続き登

録者増に向けた取組が

必要がある。

②-1民間情報誌やＷｅｂ等、様々な

媒体を活用した募集

②-2 期限付教員希望者（ペー

パーティーチャー）向け説明会をオ

ンライン形式で４回実施（参加者数

R5:147名→R6:174名）のほか、

説明動画をホームページに掲載

②-1 民間Ｗｅｂ「マイナビ」、道教委ホームページ「教員採

用ポータルサイト」、道教委公式Ｘ･noteの活用、文部科学

省が運営する「教育人材総合支援ポータル」などに教員採

用選考検査に係る情報を提供した。効果の測定が困難な

ことが課題である。
②-2 説明会への参加者が一定数おり、説明会後の期限

付候補者の登録数が増加した。依然として欠員が生じてい

るため、引き続き登録者増に向けた取組が必要である。

進捗状況

①選考検査環境の改善

②様々な特別選考の導入

③道内教員養成大学や民間企業と

連携し、新たな人材確保の方策につ

いて検討

①大学３年生等を対象とした特別

検査を実施（12月15日）

（受検者数 R5:741名→R6:911

名）

②セカンドキャリア特別選考の実施

（受検者75名、登録者４５名）

　期限付教員特別選考の要件緩和

（受検者313名）

③「北海道教師人材確保会議」開

催（12月18日）

①令和６年度の実施から６月の本選考を受検した４年生及

び既卒者についても受検対象としたことや、大学３年生等

を対象とした当該検査が定着したことが受検者増につな

がったと考えるが、引き続き教員確保に向けた取組が必要

である。

②民間企業等に勤務経験のある者を対象としたセカンド

キャリア特別選考を新規実施した。教員免許を所有してい

ない者を含め登録した。

③道内教員養成大学、民間企業３者、各校長会、市町村教

育委員会が参加し、教職の魅力発信と教員確保について

協議し、その意見を教員募集のリーフレットに反映した。

①～③のとおり成果はあるものの、教員不足の状況が続い

ていることから、更なる取組が必要である。

①②③様々な取組を実

施してきたところである

が、教員不足の状況は改

善されていないため、今

後も教員の確保に向けた

取組を実施する必要があ

る。

取組

の柱
(4)地域特性を踏まえた人事配置、遠隔システム等を活用した教員研修の実施

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

数
1 点

①全道的な教職員構成の適正化に

向け、都市部と郡部間の異動促進

を図るとともに、育成を念頭に置い

た初任者の配置を引き続き実施

②道教委研修計画の改善・充実と、

大学・市町村教育委員会・教育関

係団体等と課題等を共有した教員

研修の充実

②「新たな研修制度」２

年目において、制度の趣

旨に基づく道教委研修計

画を策定するとともに、ア

ンケートによる実態把握

により、各学校において

制度の理解が進んでい

ることが明らかになるな

ど、一定の成果が認めら

れた。

③-1 教職課程のある道内大学・短

期大学39校に北海道の教員等の

勤務状況や働き方改革の取組事例

を記載したリーフレットを配布

③-２ 道教委HP内に掲載している

「働き方改革通信」において、上記

と同趣旨のリーフレットを特別号とし

て発行

③ 新たに実施した取組

により、多くの学生の目に

働き方改革の取組事例

を周知することができた

が、情報の更新を含め、

継続的な情報発信が必

要である。

③ 教員志望の学生に対し、現場の勤務状況や働き方改革

の取組事例を周知したほか、各大学・短期大学の教職課程

担当者にも情報が共有された。今後は、配布や発信の仕方

を工夫し、大学側と連携して、より学生の目に留まりやすい

仕組みを構築することが重要である。

③教職を志す学生に対し教員の働

き方改革の推進状況を発信

（再掲）

②－１ 育成指標に基づく資質能力

の育成のため、教員の主体的・個別

最適・協働的な学びの充実を重点

とした道教委研修計画を策定すると

ともに、「新たな研修制度」２年目の

実態把握のため、「教職員研修に関

するアンケート」を実施

②－２ オンデマンドやオンラインを活

用し、効率化、質の向上を図った教

員研修の実施

②－１ R6道教委研修計画に基づき、庁内の諸会議におい

て、重点等を共有し、研修を実施。「教職員研修に関するア

ンケート」の結果や北海道教員育成協議会での協議を踏ま

え、R7道教委研修計画の改善・充実を図った。「教員自身

が主体的・個別最適・協働的な学びに取り組む」といった

「研修観の転換」を更に進めていく必要があり、「新たな研

修制度」における各学校の取組状況や実態等を継続的に

把握し、課題等に応じて、制度３年目以降の施策の充実を

図ることが必要である。

②－２ 基本研修において、教職員が効率的・効果的に学ぶ

ことができるよう、先進事例等を活用したコンテンツを作成

するなど、オンデマンド研修やオンライン研修の改善・充実

を図った。令和6年度から導入した、国が運用する全国教員

研修プラットフォーム（Plant）の積極的な活用促進を図る

とともに、教職員の「主体的・対話的で深い学び」の実現に

向け、ICTを活用した教員研修の質的向上を図る必要があ

る。

①-１　地域枠採用の継続（４管内）

受検者数　R5：32名→R6：13名

登録者数　R5：16名→R6：７名

①-１ 受検者数、登録者数ともに減少したことが課題であ

る。

①-２　広域人事の実施

実績人数　R５:16名→R６:20名

①-２ 全道的な教育水準の維持や学校の活性化を図るた

め、各学校における更なる年齢構成の適正化が必要であ

る。

①-1 一定程度の受検

者数、登録者数を確保で

きたが、地域枠採用の更

なる改善に努める必要が

ある。

①-２ 広域人事実績人

数が昨年度と比較して増

加するなど、一定の成果

が認められた。

取組

の柱
(3)資質能力を備える教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・改善

点

数
0 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】
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3.0 0.8 3.8 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○指標関連の取組

　・勤務地に関わらず多様な研修受講が可能となる全国教員研修プラットフォーム（Plant）の周知・啓発による教員の主体的な学びを促進す

る。

○取組の柱（１）教員養成大学等と連携した教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進

○（２）意欲と能力ある学生の確保に向けた教職の魅力向上に関する取組の充実

・高校生・大学生の教職志望の維持・高揚を図り、教職人材を安定的に確保するため、教員養成大学と連携し、教職課程や早期からの教職の

魅力啓発、大学における教員養成等についての取組の充実を図る。

・「みらいの教員育成プログラム」について、令和７年度は、現在展開している三圏域以外における実施の可能性について検証する。また、プロ

グラムの平日開催や、内容の見直しをするなど、より多くの生徒が参加できるよう改善を図る。

・期限付教員希望者（ペーパーティーチャー）向け説明会の定期的・効率的な実施を図る。

○取組の柱（３）資質能力を備える教員の確保に向けた教員採用選考検査の工夫・改善

・令和８年度公立学校教員候補者選考検査において、多様な人材を教職として確保するためアスリートやALTを対象とした特別選考を実施す

る。

・第1次検査を道内６会場＋道外2会場で実施する。

・北海道教育大学との連携を深め、大学での養成から採用まで一貫した取組として構築することを検討する。

○取組の柱（４）地域特性を踏まえた人事配置、遠隔システム等を活用した教員研修の実施

・地域枠採用の対象地域に、従来の日高、宗谷、根室及びオホーツクに加えて留萌を追加する。

・教員一人一人の「研修観の転換」や、「新たな研修制度」２年目の課題等を踏まえた道教委研修計画の改善・充実を図るとともに、大学・市

町村教育委員会・教育関係団体等と課題等を共有し、ICTを効率的・効果的に活用した教員研修の充実を図る。

・勤務地に関わらず多様な研修受講が可能となる全国教員研修プラットフォーム（Plant）の周知・啓発による教員の主体的な学びを促進す

る。

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目17　働き方改革の推進 所管課 教職員課（部活動改革推進課、福利課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　学校における働き方改革は、教育目標の実現に向けて、限られた人的・物的資源を効果的に活用しながら、真に必要な教育活

　　動に注力するために行う取組であり、学校運営（マネジメント）そのものとの考え方の下、学校改革の取組を支援する。

○　　校長のリーダシップの下、教員一人一人が、ワークライフバランスの視点を持ちながら、自らの授業を磨き、人間性や創造性を

　　高め、子どもたちに対して効果的な教育活動を実践する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

概ね順調

○取組の柱（１）本来担うべき業務に専念できる環境の整備

・保護者や地域住民が学校における働き方改革の趣旨を理解し、各学校の教育活動に協力が得られるよう、働き方改

革通信などによる積極的な広報及び情報提供を実施

・第3期アクション・プランに基づき、学校における働き方改革を進め、教職を志す学生などに対し、教員の働き方が着

実に変わっていることを広く発信

○取組の柱（２）部活動指導に関わる負担の軽減

・部活動休養日の適切な運用等の取組を徹底するとともに、「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」により地

域移行の取組を推進

○取組の柱（３）勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実

・全ての市町村において時間外在校等時間が公表されるよう、働き掛けを継続して実施

○取組の柱（４）教育委員会による学校サポート体制の充実

・スクールロイヤー制度の積極的な活用を促すため、学校・教育委員会が気兼ねなく活用できるよう、制度を更に周知

・副校長・教頭の業務縮減のため、マネジメント支援員の活用策や配置方法について検証するほか、働き方改革推進

校において校内における教頭業務の平準化や省力化を進め、好事例を全道に普及

・教職員のストレスチェックや産業医による面接指導の実施など、メンタルヘルス対策を推進

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査時期

100.0

94.9% 3

時間外状況

調査、出退勤

管理システム

による計測

（道教委）

時間外在校等時間の縮減を図るた

め、「北海道の学校における働き方改

革手引（Ｒｏａｄ）」を活用した業務改

善の促進、教員の時間外在校等時間

の公表（道立学校：四半期ごと、市町

村立学校：年１回）、教員業務支援員

や部活動指導員などの外部人材の

活用、ICTを活用（簡易申請システ

ム）した調査業務の簡素化などによ

る負担軽減を実施した。

その結果、R６.12月末現在の道立学

校における教員一人当たりの平均時

間外在校等時間は、R5の同時期より

減少(287.0h→276.7h)している。

点

R7.4

2

出退勤管理

システムに

よる計測

（道教委）

点

R7.4

時間外在校等時間が１か

月45時間以内となる教育

職員の割合(%)（小、中、

高、特） 74.4

(R3)

56.５ 58.5

81.1 80.7

80.0 85.0 90.0 95.0

R7.4

時間外在校等時間が１年

間360時間以内となる教

育職員の割合(%)（道立

学校）
54.0

(R3)

63.2 72.4 81.6 90.8 100.0

80.8%

市町村立学校の時間外

在校等時間を公表してい

る市町村の割合(%)

43.8

100.0

100.0% 4

学校職員の

働き方改革

等取組状況

調査

（道教委）

各教育委員会への働き掛けにより、R

６.12末現在での時間外在校等時間

を公表する市町村がR５の同時期と

比 べ 増 加 (R ５ ： １ ７ ７ 市 町 村 → R

６:179市町村)し、100%となってい

る。99.4 100

55.2 100.0 100.0 100.0

点

所管課ＨＰ
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３　定性評価
取組

の柱
(1)本来担うべき業務に専念できる環境の整備

点

数
1 点

②働き方改革の趣旨に係る保護

者や地域住民等への理解促進

②-1 北海道教育委員会広報誌

による働き方改革の取組に係る積

極的な広報の実施（R5:１回→R

６:３回）

②-2 ＰＴＡ組織に働き方改革の

趣旨や取組を説明（Ｒ６:３回）

②保護者や地域・社会に対して、全ての学校が働き方改

革への理解や協力を求めるための取組を実施し、これま

で教員が行っていた行事等の地域への移行など、教員負

担の軽減が図られている。引き続き、学校の教育活動へ

の協力が得られるよう、積極的な広報及び情報提供が必

要である。

②学校での取組に加え、

様々な機会を捉え、家庭や

地域への積極的な情報発

信に努めている。

③教職を志す学生に対し教員の

働き方改革の推進状況を発信

③-1 教職課程のある道内大学・

短期大学39校に北海道の教員等

の勤務状況や働き方改革の取組

事例を記載したリーフレットを配布

③-２ 道教委HP内に掲載している

「働き方改革通信」において、上記

と同趣旨のリーフレットを特別号と

して発行

③教員志望の学生に対し、現場の勤務状況や働き方改

革の取組事例を周知したほか、各大学・短期大学の教職

課程担当者にも情報が共有された。今後は、配布や発信

の仕方を工夫し、大学側と連携して、より学生の目に留ま

りやすい仕組みを構築することが重要である。

③新たに実施した取組によ

り、多くの学生の目に働き

方改革の取組事例を周知

することが出来たが、情報

の更新を含め、継続的な情

報発信が必要である。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①「Ｒｏａｄ」を活用した働き方改革

推進事業の実施

①働き方改革推進事業の推進校

における「Ｒｏａｄ」を活用した実践

研究及び成果の普及等により、 推

進校の年間時間外在校等時間は

平均で８時間減少（R５：4０６h→

R６：398h）

時間外在校等時間の減少効果を踏まえ、推進校以外に

おいても、推進校の好事例の横展開が必要である。

①推進校や各校に設置さ

れ て い る 「 コ ア チ ー ム

（Road第３章掲載）」にお

ける好事例の浸透が図られ

ている。

④教員業務支援員を活用した業

務の負担軽減

④教員業務支援員の配置（道立：

25校、市町村立331校）

④教員業務支援員による負担軽減が図られた一方で、支

援員を任用できなかった学校があったことから、予算及び

人材の確保に向けた取組が必要である。

④課題や現状分析、他都府

県の状況を見極め、支援員

の配置拡大を検討する。

取組

の柱
(2)部活動指導に関わる負担の軽減

点

数
1 点

②技術指導や安全管理を交代で

行う「複数顧問」や、教職員に代

わって指導を行う「部活動指導

員」の配置の推進と効果的な活用

②-1 複数顧問を配置する学校の

割合：99.3%

②-2 部活動指導員の配置

（R5：道立234名、市町村立91名

→R６：道立245名、市町村立166

名）

②部活動指導員の活用が進んでいるが、財源不足により

全ての申請に対応できない状況にあることから、国に対し

財源措置の拡充を要望する。

②部活動指導員の配置校

が増加した。

③「北海道部活動の地域移行に

関する推進計画」に基づき地域移

行の取組を推進

③-1 地域移行の取組を支援する

ことを目的として、地域スポーツの

実践経験者や大学教授等をアド

バイザーとして派遣（20市町村、６

教育局）

③-2 指導を希望する人材を候補

者として登録し、市町村教育委員

会などに情報提供する人材バンク

を設置（登録者延べ861名）。

③運営団体・実施主体の財源や指導者の確保、参加者

の費用負担軽減等が課題となっていることから、アドバイ

ザーの派遣や指導者の確保に努めるとともに、国に対し

財源措置の拡充を要望する。

③市町村において、地域の

実情に応じた取組が着実

に進められている。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①生徒のけがの防止や心身のリフ

レッシュ、教職員の過度な負担の

抑止を図るため、「北海道における

部活動の在り方に関する方針」に

基づく部活動休養日の完全実施

に向けた取組の推進

①部活動休養日を設定・実施する

学校の割合

（設定：100%、実施：99.9%）

①各部活動の休養日が適切に運用されるよう取組の徹

底を図る。

①全ての学校で部活動休

養日が設定され、休養日を

週２日から３日に増やすな

どの取組を行っている学校

も見られた一方で、設定し

た休養日の一部について

遵守できていない学校が１

校あった。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教職員の在校等時間の客観的

な計測・記録及び公表

①出退勤管理システムを活用した

在校等時間の客観的な計測・記録

と公表を実施。市町村に対しても

積極的な働き掛けを実施。

①市町村への働き掛けにより、全ての学校で客観的な計

測・記録を実施し、公表している。

①第３期北海道アクション・

プラン（R6.3）において在

校等時間について公表する

よう明記し、全市町村で公

表されている。

取組

の柱
(3)勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実

点

数
1 点

②ワークライフバランスを意識した

働き方の推進

②定時退勤日の実施 ②各学校で定時退勤日を設定するなど、ワークライフバラ

ンスを意識した取組の定着が見られる一方で、定時退勤

の実効性の確保が必要となっている。

②定時退勤の促進のため、

勤務時間外における電話

対応の見直しについて働き

掛ける。
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取組

の柱
(4)教育委員会による学校サポート体制の充実

点

数
1 点

②スクールロイヤーによる法務相

談の実施と積極的な活用を促す

制度の周知

②弁護士42名をスクールロイヤー

に委嘱し、法務相談を実施。相談

件数

（R5:65件→R6:78件）

②制度の活用により教職員の精神的な負担の軽減につ

ながるなどの効果がある一方で、活用をためらう学校が

あることから、気兼ねなく活用できるよう更なる周知が必

要である。

②相談のポイントを整理し

たリーフレットを作成するな

ど、制度の更なる周知を進

める。

③副校長、教頭を支援する取組 ③-1 調査業務の縮小・簡素化

道立学校の副校長・教頭の月平

均時間外在校等時間

　　R５：４８．３h→R６：４５．６h

③-1 調査業務の簡素化・削減などを進めているものの、

より一層の取組が必要である。

　

③副校長・教頭マネジメント

支援員を配置し、勤務実態

改善に向けた支援方法の

検証を行い、R6年度中に

「中間まとめ」を公表。R７

年度も全道で18校に支援

員を配置し、検証を継続す

る。

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教職員のストレスチェックや産業

医による面接指導の実施など、メ

ンタルヘルス対策の推進

①-１　ストレスチェックの実施

（受検率Ｒ７．３月末現在98.0％）

（受検率Ｒ6．３月末現在97.8％）

①-２　面接指導の実施
（実施率Ｒ７．３月末現在30.３％）

（実施率Ｒ6．３月末現在30.8％）

（いずれも道立学校）

①ストレスチェックの受検率（２か年平均）は約98％。面

接指導の実施率（２か年平均）は約30％。過重労働によ

る教職員と産業医との面接指導が十分に実施されていな

い。引き続き、ストレスチェックの受検勧奨するとともに、特

に面接指導の実施について教職員に対して制度の趣旨

を徹底し理解促進を図るなど指導を強化する。

①面接指導について、通知

や会議で周知し、働き掛け

を行う。また、リーフレットの

配付など教職員へ制度の

趣旨を徹底し、理解促進を

図る。

3.0 1.0 4.0 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○推進指標「時間外在校等時間45ｈ/月、360ｈ/年以内の割合増加」及び取組の柱（１）本来担うべき業務に専念できる環境の整備

・ 第3期アクション・プランに基づき、学校における働き方改革を進め、教職を志す学生などに対し、教員の働き方が着実に変わっていることを

広く発信する。

・保護者や地域住民が学校における働き方改革の趣旨を理解し、各学校の教育活動に協力が得られるよう、働き方改革通信などによる積極

的な広報及び情報提供を実施する。

・「Sドライブ（道立学校共有フォルダ）」などのICTを活用した文書事務や調査事務の簡素化について、関係課と検討する。

○取組の柱（２）部活動指導に関わる負担の軽減

・部活動休養日の適切な運用等の取組を徹底するとともに、「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」により地域移行の取組を進め、

地域の実情に応じて可能な限り早期の実現を目指す。

○取組の柱（３）勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実

・引き続き、全ての市町村において在校等時間が公表されるよう、働き掛けを継続して実施する。

○取組の柱（４）教育委員会による学校サポート体制の充実

・スクールロイヤー制度の積極的な活用を促すため、学校・教育委員会が気兼ねなく活用できるよう、制度の更なる周知を図る。

・副校長・教頭の業務縮減のため、マネジメント支援員の活用策や配置方法について引き続き検証するほか、働き方改革推進校において校

内における教頭業務の平準化や省力化を進め、好事例を全道に普及する。

・教職員のストレスチェックや過重労働に関する産業医等による面接指導の実施など、メンタルヘルス対策を推進する。

③-2 文書事務の削減に向けた

メール送付ルール作成等の取組

③－２ 学校における文書事務削減に向けたワーキンググ

ループを設置し、改善策について検討を行い、メール送付

ルールを作成。令和７年度からの本格実施に向け、事務

局職員への周知・徹底が必要である。

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目18　学びのセーフティネットの構築 所管課
高校教育課（教育政策課、社会教育課、義務教育課、特別

支援教育課、生徒指導・学校安全課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　経済的理由等により就学の機会が損なわれないよう、支援が必要な全ての児童生徒や保護者に対する就学支援に関する制度

    の活用を推進する。

○　　学齢期に様々な事情から十分な義務教育を受けられなかった方など、多様なニーズを踏まえ、学習機会の場の提供を図る。

○　　学び直しなどの学習支援や、教育相談の充実などによる高校中途退学の防止の取組を推進するとともに、中退者に対する社会

    的自立に向けた途切れのない支援体制の充実が図られるよう、関係機関等と連携した取組を進める。

○　　ヤングケアラーや生理用品の入手が困難な児童生徒への相談機会を確保することや、学校においてヤングケアラー等の早期発

    見・早期対応ができる体制を構築できるよう、教職員への研修の充実に努める。また、スクールカウンセラーやスクールソーシャル

    ワーカーの派遣を通じて、学校と福祉、介護、医療等の関係機関が連携したきめ細かな支援体制の充実を図る。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和６年度）の取組【Ｐ】

やや遅れて

いる

○取組の柱（１）就学に係る経済的支援の推進

・市町村におけるきめ細かな広報活動等の促進に向けた情報提供や働き掛けを継続して実施

・就学支援金及び奨学給付金の制度に関する保護者向け資料の見直しやSNSの活用による理解啓発

・各種教育支援制度の保護者等への周知の強化のため、継続的な情報提供と効果的な周知方法の検討・実施

・特別支援教育就学奨励費の制度に関する学校への理解促進及び保護者向け啓発資料の適宜の見直しと学校職員向

け研修会の継続実施

○取組の柱（２）学びの機会の保障

・夜間中学等に関する協議会において、オンライン授業の可能性や課題、他の都府県の先行事例等を参考にして、学びの

機会の充実に向けた協議を推進

・外国人児童生徒等の各学校の受入体制の整備や児童生徒一人一人の適切な日本語能力の把握、実態に応じた日本

語指導の在り方等の理解を深めるための教職員や市町村教育委員会職員を対象とした研修の実施

・外国人児童生徒等の日本語能力に応じた初期指導マニュアル追補版の作成や携帯型通訳デバイスの貸出し、相談支

援の実施

○取組の柱（３）高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実

・社会的自立に向けた学び直しの支援体制を充実させるため、道民カレッジ事業として、高等学校卒業程度の学力習得

に向けた地域における学びのステップアップ支援促進事業を実施

○取組の柱（４）ヤングケアラー等の児童生徒の状況に応じた支援体制の充実

・スクールカウンセラーを効果的に活用するため、スクールカウンセラー連絡協議会の内容を充実

・様々な家庭の事情により登校できないなどの支援が必要な児童生徒を市町村の担当部局などの関係機関につないで

いくことの重要性について、一層理解を深めることができるよう、「ヤングケアラー支援のためのガイドライン」を周知

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

100.0

100.0% 4

入学前支給制度の速やかな導入

について、市町村教育委員会宛てに

文書により働き掛けを行い、新たに２

市町村が導入したことにより、全市町

村が導入することとなった。
点

R6.6

就学援助実

施状況等調

査

（文科省）

道内公立高校の中途退学

者のうち、「学校生活・学業

不適応」を理由とするもの

の割合(%) 30.1

(R3)

26.8 23.6 20.4 17.2 14.0

102.3%

新入学児童生徒学用品費

等の入学前支給制度を導

入する市町村の割合(%)
97.8

98.9 100

100.0 100.0 100.0 100.0

4

進路変更を理由とする割合が増加し

たことで、総体的に「学校生活・学校

不適応」を理由とする割合が低下し

た。

26.2 (R7.10)

点
R６.６

(R7.6)

児童生徒の問

題行動等生

徒指導上の諸

課題に関する

調査

（文科省）

所管課ＨＰ
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88.9 100.0 100.0

R7.1

「校内研修

パッケージ」

実施報告

（道教委）

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

出典

（調査機関） 分析(令和６年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

点

３　定性評価
取組

の柱
(1)就学に係る経済的支援の推進

点

数
1 点

ヤングケアラーに関する教

員研修を受講した学校の

割合(%)（小、中、高、特）

24.2

100.0

100.3% 4

「北海道ケアラー支援推進計画」に

おける取組として教職員の共通理解

や具体的な取組を検討するための

「校内研修パッケージ」の着実な実

施を各種校長会議等を通じて促し、

ケアラー支援推進計画期間内におい

ては、校内研修実施状況を継続的に

把握することとした。

　各学校において、関係機関との連携

や児童生徒及び保護者への啓発に

関する校内研修が進められた。

32.8 89.2

65.8

取組

の柱
(2)学びの機会の保障

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①夜間中学等に関する協議会にお

いて、オンラインの活用も含めた教

育機会の提供の在り方などについ

て検討・協議

②海外から帰国した児童生徒や外

国人の児童生徒へのきめ細かな指

導や支援

①夜間中学等に関する協議会等の

開催（８月、２月）。オンライン授業の

試行実施（１１月）。

①オンライン授業における授業サポートの在り方や積み重

ねが必要な教科での実践等についての意見があり、更なる

試行・検討が必要である。また、広域な本道の特性に応じた

札幌市以外の地域における夜間中学の設置の在り方など、

学習機会の確保について検討・協議が必要である。

①年２回、夜間中学等に関

する協議会等で検討を実

施する。

②指導資料の普及や推進

協議会などを通じて、各市

町村教育委員会や学校に

おいて、児童生徒一人一人

の適切な日本語能力等の

把握や実態に応じた日本

語指導の在り方等に係る

理解を深め ることができ

た。

②-1 帰国・外国人児童生徒等の

受入れ体制の整備や日本語指導等

について掲載した、「受入れと指導

のQ&A」の内容を更新するととも

に、別冊版を作成し、Webページへ

掲載
②-2 日本語指導協力者の募集・

学校への派遣（１名を１校に派遣）

②-3 携帯型通訳デバイスの学校

への貸出し（14校）

②-4 帰国・外国人児童生徒支援

連絡協議会の開催（７月、９月、12

月 延べ196名参加）

②-1 外国人児童生徒等の受入れ実績のない又は少ない

市町村教育委員会及び学校の受入れ体制の整備を一層

進めるため、積極的な活用を周知する必要がある。

②-2 児童生徒一人一人の日本語能力等の実態把握や

卒業後の進路を見据えた日本語指導の充実が図られた。

②-3 外国人児童生徒等の受入れ実績のない又は少ない

市町村教育委員会及び学校の受入れを支援することがで

きた。
②-4 帰国・外国人児童生徒等への日本語指導の在り方

や進学・キャリア支援などについて、参加者の理解を深める

ことができた。今後、散在化、母語の多様化等、地域や学校

の実態やニーズの多様化に対応する必要がある。

②対象者への周知は進めているものの、保護者等が制度

を認知していない場合には、必要な支援を受けられなくなる

おそれがあることから、各種支援制度への認知を一層高め

るとともに、対象となる生徒及び保護者等に必要な支援が

確実に行き届くよう、知事部局とも連携し、より効果的な周

知方法の更なる検討が必要である。

③児童生徒の家庭状況により判断に迷う事例が多いこと

から、引き続きオンラインを活用した研修会の開催が必要

である。

②制度の周知を図ることが

できたが、知事部局とも連

携し、効果的な周知方法を

引き続き検討・実施する。

③就学奨励費制度の理解

促進を図ることができた。

①-1 市町村における就学

援助制度の周知方法の充

実が図られてきている。

①-2 就学支援金及び奨

学給付金の制度に関する

保護者向け資料や周知方

法の充実が図られてきてい

る。

①-3 保護者の利便性と学

校の負担軽減を考え、啓発

資料を更新したことで進捗

が見られた。

①市町村が実施している要保護者

及び準要保護者に対する就学援助

制度をはじめ、高校生に対する就学

支援金や奨学給付金制度、特別支

援学校等への就学者に対する就学

奨励制度等の活用の推進

②各種教育支援制度の保護者等へ

の周知の強化

③ＩＣＴを活用するなどして支給事務

担当者を対象とした研修会の開催

②教職員、児童生徒、保護者への周

知を図るため、国や道、道教委の各

種支援制度を取りまとめた令和6年

度用啓発資料を作成し、各道立学

校及び各市町村教育委員会（各市

町村立学校）に配付（R6.3月）、各

種会議で周知依頼（４月、5月、10

月）

道教委HP更新（R６.3月）

知事部局作成の啓発資料を各道立

学校及び各市町村教育委員会に配

付（６月、７月）

③特別支援学校事務職員対象の就

学奨励費研修会の実施

（11月、１回、参加者93名）

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

①-1 就学援助制度の適切な実施

と保護者への周知徹底に関する市

町村教育委員会への文書による働

き掛け

①-2 高等学校等就学支援金制度

及び高校生等奨学給付金制度の周

知を図るため、保護者向け理解啓

発資料の作成・配付、ＨＰへの掲載

及びSNSを活用した周知

①-3 特別支援教育就学奨励費制

度の事務担当者向け啓発資料の作

成・配付、保護者向け資料の作成・

配付やＨＰへの掲載

①-1 市町村における就学援助制度の充実が図られてきて

いるが、援助を必要とする方に対して漏れなく支給が行わ

れるよう、就学援助制度の活用・充実を図るための制度の

適切な運用やきめ細かな広報等の取組の促進が必要であ

る。

①-2 就学支援金及び奨学給付金については、制度の周

知が図られてきているが、対象となる家庭が漏れなく申請

できるよう、引き続き、理解啓発資料の充実が必要である。

①-3 保護者からの問合せがあるが、学校でなければ答え

られないことも多いため、特別支援教育就学奨励費の制度

について、保護者の理解が深まるよう学校と連携し、周知内

容や方法について引き続き工夫が必要である。
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①スクールカウンセラー連

絡協議会や教育相談員セ

ミナーを実施し、スクールカ

ウンセラー、市町村職員、学

校担当者等と情報共有し

た。

②オンラインにより道内どの地域からでも学習支援を受け

られることに加え、学習に関する相談を行うことで、支援対

象者に寄り添った支援が行うことができた。支援を必要とす

るより多くの者に事業が認知されるよう工夫が必要である。

②令和６年度からの事業化

により、学習支援における

支援対象者を拡大すること

ができた。

③本年度内の就労や経済的支援に関する相談実績はな

かった。

③就労の不安を訴える相

談者には、就労支援セン

ター等を案内する。

取組

の柱
(3)高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

取組

の柱
(4)ヤングケアラー等の児童生徒の状況に応じた支援体制の充実

点

数
1 点

令和6年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①スクールカウンセラーの派遣等に

よる教育相談の充実

①スクールカウンセラーの配置（Ｒ

５：190校→Ｒ６：192校）

②学習相談や学習支援等の取組の

充実

②高等学校卒業程度認定試験合

格に向けたオンラインによる学習支

援や相談の実施（７月～３月24名）

③関係団体と連携した就労や経済

的自立の支援

③子ども相談支援センターでの相

談受付

①Ｒ５年度と同様の配置校数を維持した。スクールカウンセ

ラー連絡協議会を実施し、効果的な活用について情報共有

することができた。教育相談体制の充実に向け、オンライン

を含めたスクールカウンセラーを効果的に活用するための

周知を行う必要がある。

①相談窓口の周知の強化

②スクールカウンセラー等による相

談体制の充実

③関係機関との緊密な連携体制の

構築

④教職員の理解が深まるよう教員

研修の充実

①相談窓口を掲載した「リーフレッ

ト」を児童生徒に周知（４月）及びデ

ジタル版の「ヤングケアラーハンド

ブック」を児童生徒に再周知（２月）

②スクールカウンセラーの配置

（Ｒ５：190校→Ｒ６：192校）

③スクールソーシャルワーカーの派

遣（道ＳＳＷ：Ｒ５：159回→Ｒ６：

183回派遣）

校内研修用のオンデマンド研修資

料の着実な実施を促すとともに、研

修等における「ヤングケアラー支援

のためのガイドライン」の活用を促

進

①「リーフレット」や「ハンドブック」を通じて相談窓口の周知

を行い、ヤングケアラーに関する電話相談も寄せられてい

る。ヤングケアラーや相談窓口に関する児童生徒の理解が

より一層図られるよう周知の機会、方法等の工夫改善が必

要である。

②Ｒ５年度と同様の配置校数を維持した。スクールカウンセ

ラー連絡協議会を実施し、効果的な活用について情報共有

することができた。教育相談体制の充実に向け、オンライン

を含めたスクールカウンセラーを効果的に活用するための

周知を行う必要がある。

③スクールソーシャルワーカーの派遣により、関係機関につ

なげヤングケアラーへの支援を行うことができた。様々な家

庭の事情により登校できないなどの支援が必要な児童生

徒等に対する更なる相談体制の充実のため、スクールソー

シャルワーカーによる効果的な支援の在り方について周知

する必要がある。

④校内研修用のオンデマンド資料を活用し、ヤングケアラー

支援に向けた関係機関との連携や、児童生徒及び保護者

への啓発に関する研修が９割以上の学校で行われた。今

後も研修の充実が図られるよう働き掛けていく必要がある。

①小学校低学年でもヤン

グケアラー等について理解

できるようリーフレットにル

ビを付して配付した。

②スクールカウンセラー連

絡協議会や教育相談員セ

ミナーを実施し、スクールカ

ウンセラー、市町村職員、学

校担当者等と情報共有し

た。

③スクールソーシャルワー

カーによるオンライン相談

会を各管内で実施し、必要

に応じて派遣するなど、相

談支援体制の整備を図っ

た。

④ガイドラインの活用に係

る校内研修資料を周知し、

計画的な研修の実施を促

した。

－90－ 



4.0 1.0 5.0 順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

○指標関連の取組

・新入学児童生徒学用品費等の入学前支給制度を導入する市町村の割合が１００％となったが、引き続き市町村に対し、入学前支給の申請漏

れがないよう周知期間を長くし、できるだけ早期に支給することなどについて、働き掛けを行う。

○取組の柱（１）就学に係る経済的支援の推進

・市町村におけるきめ細かな広報活動等の促進に向けた市町村教育委員会への情報提供や働き掛けを継続して実施する。

・就学支援金及び奨学給付金の制度に関する保護者向け資料の適宜見直しやSNSの活用による理解啓発を継続して実施する。

・各種教育支援制度の保護者等への周知の強化のため、継続的な情報提供を行うとともに、知事部局と連携して効果的な周知方法を引き続き

検討・実施する。

・特別支援教育就学奨励費の制度に関する学校への理解促進及び保護者向け啓発資料の適宜の見直しと学校職員向け研修会を継続して実

施する。

○取組の柱（２）学びの機会の保障

・夜間中学等に関する協議会等において、オンライン授業の可能性や課題、他の都府県の先行事例等を参考にして、学びの機会の充実に向けた

協議を推進する。

・引き続き、各学校の受入体制の整備や、客観的な日本語能力の把握に基づいた日本語指導の在り方等の理解を深めるため、教職員や市町村

教育委員会職員を対象とした研修を実施する。

・引き続き、受入れと指導のQ&A追補版の作成や携帯型通訳デバイスの貸出、相談支援を実施する。

○取組の柱（３）高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実

・高校中退者等に対するオンラインによる学習支援の取組を推進し、多様な背景を持つ人々のニーズに応じた学習機会の充実を図る。

○取組の柱（４）ヤングケアラー等の児童生徒の状況に応じた支援体制の充実

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの実践事例などを掲載した資料を作成・周知し、効果的な活用を推進する。

・教職員の理解が深まるようヤングケアラーの事例検討に関する校内研修を推進する。

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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